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に老朽化する現状を踏まえ、令和2年

12月に「防災・減災、国土強靱化の

ための5か年加速化対策」が閣議決

定され、北海道開発局においても令和

3年度から令和 7年度までの 5か年

に追加的に必要となる事業について、

ハード・ソフトの両輪での防災・減災、

国土強靱化に資する取組を重点的かつ

集中的に進めております。

　北海道初の震度7を記録した平成

30年 9月の北海道胆振東部地震、四

つの台風の上陸又は接近により道内各

地で甚大な被害をもたらした平成28

年 8月の北海道大雨災害、このほか

前線や低気圧の影響による風水害、土

砂災害、大雪を含む雪害など、北海道

内においても災害が激甚化・頻発化し

　北海道の開発は、明治2年の開拓

使設置以来、一貫して国の施策として

進めており、昭和25年の北海道開発

法の制定後は、我が国の課題解決に寄

与することを目的に、北海道総合開発

計画を策定し、開発を進めてきました。

　北海道開発局は、現地の事業実施機

関として昭和26年に設置され、河川、

道路、港湾、空港、農業基盤、漁港と

いった社会資本の整備・管理等を総合

的に実施するなど各種施策を推進して

います。

　近年、気候変動の影響により気象災

害が激甚化・頻発化し、切迫する巨大

地震・津波、火山噴火等が懸念されて

いることに加え、高度成長期以降に集

中的に整備されたインフラが今後一斉

ております。

　このため、北海道胆振東部地震や今

後も懸念される大規模地震災害を見据

え、平成30年 10月に「北海道局復興・

強靭化推進本部」を設置し、北海道胆

振東部地震の被災からの早期の復旧・

復興を進めてきました。大規模地すべ

り等の土砂災害へ対応するため北海道

知事の要請を受けて国直轄事業を実施

している厚真川流域の直轄特定緊急砂

防事業についても、令和5年度中の

完了を予定しています。

　大きな被害が発生した平成28年の

北海道豪雨災害を踏まえ、北海道開発

局では北海道と共同で委員会を設置

し、気候変動による将来の影響を科学

的に予測し、具体的なリスク評価を基

づいて治水対策を検討してきました。

この知見も活かし、十勝川では、道内

の一級河川で最初に気候変動の影響

を踏まえた新しい治水計画 (十勝川水

系河川整備基本方針 (令和 4年 9月 )

及び十勝川水系河川整備計画 (令和5

年 3月 )) の見直しを行いました。新

しい河川整備計画では、帯広地点の

治水の目標流量が、5,100m3/s から

6,700m3/s へと増加することとなり、

前述の流域治水を進めてまいります。

引き続き、道内の他の一級河川におい

ても、気候変動を踏まえた治水計画へ

の見直しを進めてまいります。第８期「北海道総合開発計画」のキャッチフレーズと３つの目標
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震への対応については、令和 4年 5

月に「日本海溝・千島海溝周辺海溝

型地震に係る地震防災対策の推進に

関する特別措置法」が改正され、同

年 9月には「日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震防災対策推進基本計画」

が変更されるとともに「津波避難対

策特別強化地域」として道内39市町

が指定されました。今後、指定され

た市町では「津波避難対策緊急事業

計画」を作成することになりますが、

この計画の作成にあたり、自治体間

で計画熟度や策定時期に大きな差異

が生じないよう、津波対策における

課題や得られた知見の情報共有を行

う「推進会議」を同年11月に設置し

て、北海道や気象台等の関係機関と

連携しながら対象となる市町を支援

　さらに、気候変動等に伴う水害・

土砂災害の激甚化・頻発化に備え、

流域に関わるあらゆる関係者が流域

全体で取り組む「流域治水」を推進

するため、道内全ての一級水系で「流

域治水プロジェクト」を推進してお

ります。令和 5年 8月には、気候変

動下においても、現行計画と同じ治

水安全度を達成するため、流域治水

の取組を加速化・深化させることを

目標に、豊平川において流域治水プ

ロジェクト 2.0 をとして更新を行い

ました。今後、道内全ての一級水系

で更新を予定しています。流域治水

の加速化・深化に向けて多様な観点

から総合的な取組を実施してまいり

ます。

　日本海溝・千島海溝沿いの巨大地

する取組を進めております。

　国内でも特に厳しい積雪寒冷地特

有の課題を抱え、甚大な被害が想定

されている北海道の地震・津波等の

大規模災害に備えるため、「5か年加

速化対策」に加え、「北海道特定特別

総合開発事業推進費」も活用した機

動的・重点的な地震・津波対策を強

力に推進してまいります。

　今後も北海道開発局では、インフ

ラ分野の DX、カーボンニュートラ

ルなどの新たな潮流の変化を踏まえ、

他では代替できない北海道の価値を

最大化し、我が国全体の発展をリー

ドしていく地域社会を形成するため、

ハード・ソフトの様々な取組により、

強靭な社会資本整備等を進めてまい

ります。

流域治水プロジェクト 2.0

――北海道開発局長  柿崎  恒美寄  稿


